
「職業指導教育法」における基礎理念について（覚書）（第一如
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宇

教育学部・職業指導研究室

　　　田　　　喘 郎

　　序　　説「職業指導放育法」の根本構想、試案）

敬育職員免許法によれぼ、「職業指導」を専攻する学生は五つの科目（日職業指導の原理及び技術

（コ職業情報と進学指溥司職業ni導の組織と運営四自己分柝及び職業分柝卸職業相談・就職斡旋及び補導）

の上に職業指導「教育法」をも必修として課せられている。ところで右ｏ五科目（z）中で０と圖乃

至㈲迄の科目とは講学上いわば総論と各論と皿）関係にあるも｡０と考えられるが、該教育法はこの総

論と各論０全体系と当然に分離しては激授も受講もなさるべき性質０ものでぱなく、従って「駄育

法」は職業指刄（Zﾆ）全体系を貫く「原理及び技術」と不分雛に論及されっぺ各論たる性質をもっ前

示諸問題を学校教育そのものの中に生かされるようにそれらを動的に機能づけねばならない。こＯ

前既に立って筆者は「職業指導教育法」にあっては、そこで扱うべき具体的諸問題に入る前に、

｡そのための基礎理念が堅く把握されて:いなければならないと考へる０である。

　その理念として｡は、

　一、職業指導０歴史的考察（本号）

　二、新職業指導０理念（忘法にその理念の基礎が求めらるべきである）（モの一部は本号）

三、新しい職業観０確立

四、一般靫育と職業版育との関係

五、新激育における職業指導の地位

(次号以下)

の五つ０課題を筆者は試案として提示するも０である。即ちこれらを修得することが是非とも必要

であって、これらの考察の後に具体的な指導上０諸問題に逞むの態度が適切だと今のところ考へら

れる０である。具体的にいうならぱ、即ち「教鮮法」では先づ、旧来０我国における職業指導の性格

と理念を一応分柝し、その上で新憲法下においてそ（Z）指導理念が従来とど０ように変化すべきかを

考察し、これを明確に打ち立てることがとりあげられねばならない。しかもこ０新しい職業指導Ｏ

理念０確認を基礎として、否むしろそれと０表裏一体０関係において、新しい職業観を確立するこ

とが民主的職業指導０正に先決且っ中心的課題をなすも０と確信する０である。蓋し職業観の確立:

なしに民主的「職業」指導は成立も結実もありえないし、民主吐会０建設も期待されないからであ

る。（この点は勿論本稿で充分論究するはずである）。そしてこの職業観の確立についてはまた一般激育

と職業激育と０関係０問題が関連するが、こ０問題が激育機関において充分討議され論究されるこ

とが理論的にも実践的にも新しい学校職業指導従って延いては新駄育そ０もの０効果に至大の（あ

るいは決足的な）影響をあたえると思う０であって、こ０意味でこの問題もまた根本的な課題をなす

も０と考えるのである。倚これら０五つ０課題は、前述の意味でもとより「原理JO領域でもまた

考察０対象とされることは差支ないと思うし、否むしろ「原理JO把握なしには「教育法」の修得

は不可能であり、若しくはま鳶不合理を来し、且つまたこれら０課題の考察は宙に浮いたものとな

心ことを見失ってはならない０であるｃ本稿はこのような趣旨の下に前示０「教育法」上の主要な
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基礎ll勺課題を略説ながら取り扱おうとするも０であるが、しかしこ０小稿は学鳶的な内容という程

０も０ではなく、私個人０不勉強微力と他０異曾０諸学科を担当せしめられている関係もあって、

あくまで試案として筆者自身０覚書にすぎないことを､断っておかねばならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　本　　　　論

　序　政治０理念においても実践０過程にない七も、はたまた国民個々０日常生活０言動において

も、民主々義とか､個人の自由と人格０尊蔵更には労他０尊蔽とかいったようなことは一般に殆んど

顧慮されず、いわゆる前近代的な意識０支配的であったのが敗敬ｉの我国０国個であった。殊に昭

和十二年以降準戦時体制から取持体制へと国家政治が進展するや、自由主義思想は全休主義思想、

国家主義思想（Z）全盛０前にそ０圧力により抑圧されて、絡にはその姿を浚して行ったことは世人Ｏ

記憶に生々しいところであって、思うだに正に感無量なるも０がある０である。総じて過去０我国

歓会においては耐:会的階級的分立が根をはるや、名昼と地位と看板－「人種、信条、性別、祗会的

身分又は門地」（新農法一四条参照）一の紛飾に眩惑されて人間の価値判断を誤り、卑俗な形式主義

は財産・衣装・用語による人間０待遇０仕方を生｡み出して個人の人格の蔑硯を容易に意識と行動に

上らせ、やがて「労仙」は賎しき者０独占物なりとする非知性的な邪悪愚鈍な観念がそこに模溢し

ていたことは遺憾ながら歴史的事実であるｃかくて生きた人間の自由と平等を生活行動０原勁力と

して意識し鼻重する理性は失われて、全く０封建耽会０再来を思わしめるところ（Z）・歴史０歯車に

逆行する時代を現出せしめる中に、近代Å、として０自由と権利を極度に脱EEした、かの嘸雫に突入

し、自ら０意思で否殆んど無自覚的に人権を否定することが如何に恐怖すべきかを身を以て国民は

体験しつつ全面的敗戦を迎えた０であった。まことに人権は揉翔され、「専制と隷従、圧迫と偏

狭」が支配する・陰うっ且つ不自由極まる生活に沈潜しｔいた０が我々自身０過去な０である。よ

しそ０制定当初０予定がこ０ような事態の発現を意識しなかったとしても、ともかくも明治憲法下

０我国は「大日本帝国八万世一系ノ天皇之ヲ統洽ス」るものであり、こ０統治権０総攬者としての

天皇０「臣民」として観念された国民は、当然に天皇大権０定める「法律ノ範囲内」における微細

なる自由と権利しかもちえない０であった。国民は人間であ:りながらも、八紘一宇０国体０精華の

発揚に奉仕すべき「民草JO地位におかれることを可能ならしめるような原理を明治憲法が聯造的

に内包していたことは否めない０であって、前にいったような非民主主義的な事態もこの旧憲法的

政治制度の必然的産物と見るべきものでもある。このような政治的脱会的思想と諸条件０包囲する

当時の我国において、我々０当面する教育一般や職業祇会が特定０色彩を帯びていたことは、また

やむをえない当然０事象であったといわねばならない。そこで｡こ０ような過去（Z）姿を思いに浮べな

がら、以下先づ従来の支配的な規範的意識を背景として、勤労ないし職業指導がどのように理解さ

れ直営されたかをうかがった上で、今日以後０職業指導の性格と理念を考へ順次他０問題に入って

行くことにしようと思うわけである。

　　　　－、職業指導の歴史的概観（性格･理念の変せん）

日第一期０職業指導の性格・理念と職業紹介法０性格

　我国職業指導０第一段階は、凡そ大正八、九年頃から昭和五年頃までとされているが、此０期Ｏ

職業指導０性格は女の様に規定されている。即ち根本的にはこ０期の職業指導は適材適所主義０そ

れであり、しかも倚それは第一次大戦後０深刻な失業問題とそこから案出された産業合理化という

国策０線に活うべき性質０ものであった。そして従って個人０経済的配慮からする就労に対処し
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　て、労彷に対する歓会的保証がます日程に上り、次には人的面における能率主義の唱導のもとに具

　剱な適材適所主義的配置が考えられた。この適材適所主義はヒューマニズム０思想を以て一貫せら

　れたのであって、個ぺのために天愉を発見し保護を加えてやるという保護指導が指導０中心点を形

　成し、そこでは個人０職業選択能力とその自主性は充分な考慮にいれられなかった０が第一〇特長

　とされるのである。しかもその指導方法は個人０ために適職を発見するという個人主義的な性格を

　もっものであって、佃人の靴会的な連関性は意識されることなく従って単なるこ一度限りの知能検査

･･に基く個人０生涯０方向決定が意図ざれた点にその第二の特徴が認められるのである。（り上註（1））

　凡そこ０ような点にこの期石）職業指導０性恪づけが行はれるとするならば、そ｡こでは後述の意味で

　０職業（勤が）の倫理性は意識されながらも、職業生活における歓会性ということを看過しつつ、

　根本的には佃人０自主性と選択０自由を軽視して、国０政策的な企図に向って職業指導０機械的参

　加が求められたにすぎないといわねばならないのであるｃ特にこ０期の職業指導において､個人差○

　面０みが強調され性能０陶冶吐が閑却されたことは（註2D、（後述すｰるような）旧来０物理機械的な

　職業指導０欠陥を示すも０として我々０注目を引くも０である。

　　恂当時の職業指導０基本的な性恪０問題とも関連し、またそ０制定がこの期に属する点に鑑みて

　旧稿業紹介法について一言することは、次（Zﾆ）段階に属する改正職業紹介法０理念を考察するにあた

　っても必要である。大正十四年四月に制定（同七月施行）された旧職業紹介ヽ法は、それが旧来Ｏ

　「慈善博愛的、貧民救済的」職業紹介事業０性恪を「祗会政策的、産業助成的」なそれへと変えて

　行つたといわれるにしても、その規範的面については肯反省される｡べきものを含んでいる（Z）であ

　る･。即ち同法が窮極的には先にふれたような旧憲法の原理を基盤とする政治形態の上に立っも０で

　あり、しかも歴史的には右に一言した第一次大戦後に発生した激甚な顎在失葉者群の慢性的傾向に

　対する救済対策として;案出されたも０であることを思うならば、そしてまた職業紹介制度が労切Ｏ

　歓会化の必然的要求の形態化０一面を反映するとしても、所詮それは「ただ単に、輿えられたる労

　他力を調遊する機能をもつ」にすぎないms)) <Dで忿）つて見れば、依然そこでは個人の「人格」

　という問題は当然に後退し、当時０資本主義経済０破綻０カバーとしての役割を同法は果したもの

　に過ぎないといわねばならないであろう。ましてや、次に見る改正法におけるような国家主義的思

　想を表明する積極的な明文をもたないにしても、同法が職業０祗会性佃人０人格０尊鮫とか個人の

　主休性とかいった近代的理､含の承認０基厖に立つ筈とてはないことは、今日の職業安定法０それと

　対比してその法的鼎造０面から明白に指摘されるところであるｏこの意味では本質的には同法０性

　格は失業労他者に対する慈恵的観念主義を脆し切れざるままに、当時０独得（Z）日本資本主義に奉仕

　するも０たるを免れることが出来す、それ自休０自主的な規範性を欠いていたと見るのが適切では

　なかろうかｃ

　§弟二期の職業指導叫生恪・理念（改正職業紹介法の理念）

　　職業指導０第二期は昭和五・六年頃から始まるといわれているが（註4））、それは歴史的には満

　州事変前後、即ち吐会思想から云えば国家主義的恩想が漸次座頭し始めた時期であることはいうま

　でもない。そして立法。行政０面に対するこ０思想の影響は甚大なるも０があって、旧憲法が一応

　近代的議会制度を採用してなりながら、行政権は漸次拡大化０途を辿り、軍と官僚がそ０勢力をは

　り出した０もこ０時期であることはまた周知０事柄である。職業・労切・教育の分野において０諸

　政策が、かかる政治形態０影響０埓外に立ちえなかったことはむしろ必然的なことであった。そし

　てこ０ような政冶的社会的思潮が一般化し次いで一珊露骨となって現われたのは、支那事変勃発を

　契機とすることもまた我々（Z:）記憶に新らしいところであって、こ０意味で問題を我々の当面するも

ゝ
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一　　－

０に限るときは、昭和十三年四月一日・こ公布された改正嶮業紹介法を是非とりあげなければならな

い．入聞と職業に対する全匯主義的国家主義的な考え方が歴史的な―頂点に露呈されたものこそ同

法０示す垣念な０であつて、この点にふヽいて私は争日の職業指導０意義を理解するにあたつて、同

法は極めて重要な服史的な材料を提惧するも０と考え、ここにその根本思想を一瞥してみヽる必要を

認める０である。同法はそ０阿頭にないて「政府ハ労秘ノ適疋ナル配翌ヲ図ル埓本法－ヨリ脇業紹

介事業ヲ管掌ス」どいい、そ０第三粂にないて「政府ハ職業紹介事業＝併セ.テ脇業指摩及必要外右

ジ稿業哺脇其庖禍業紹介一関スル事頃ヲ行ウモノト.戈。前填ノ規定ニ･侠ル職業紹介及職業指導ハ之

ヲ無料トス」と定めた。いうまでもなくこの改主は支那事変達行のため０労秘０需給調整を図るた

め、従米０公営０戮業紹介事業０中央集権化と旧法０全面的修正を企てたも０であつて、「職業指

謬」なるも○が国法上に明記された傲初の立法たる点にぷヽいては固より劃馴的な意義をもつも○で

はあるが、然しむしろそれよりも当時の職業紹介、職池指潭に対する支配的な理念を具現したもＯ
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　職業指導の第二期に属するとされる時代において、最も特徴的な段階にある昭和十二年頃から終

戦時までの勤労に対する規範的意識とそ０現実の姿は凡そこのように見られるが、然らばこ０時期

０職業指導の特徴はどのような点にちる０であろうか。結論から先にいえぽ、明らかにそれは国家

主義０職業指導換言すればいわば「職域奉公」「動労報国主義JOそれということが出来る０であ

る。即ち職業０国家吐（今日の職業観の内包する職業の社会性とは似て非なるものであることはいうまセも

ない）が極度に強調され、個人は職業七活を通じて「勤労報国」することが国民として（実は「臣

民」としての）義務であるとされ、またそれを鼓吹されたのである。こ０ような国家至上主義的権力

意識の旺盛なところに、勣労巷階級の「職業選択０自由」とか「生存」の保障が期待されえないこ

とは語るもナッセンスである。個人は国家の前には意思０自由は浚却され果ては無視されるに至っ

た０であって、強権的な労務０動目０ために国家は本質的には個人の自由意思を萎撒させ、従って

必然的に勤労意慾を抑圧するという初期の目的とは逆効果の愚を犯した０である。特に当時を風昭

した「人的資源JO合言葉が率直に示すように、人間労彷力を物量化し個人を物量として観念した

ことはﾐ当時の肘会情勢を端的に反映すると同時にまた当時の愕他価値観を如実に物語るも０であ

ってヽ重大な歴史的意義をもっものである。佃人を「物」｡として配当する社会的意識０存するとこ

ろに、人格０卑賎はもとより絶対にありえないし、それは完全な人権０否定ｐ外何も０でもない。

このように見ると職業指導は法文にそ０位置を占めた０も東（Z）間、実はそ（Z）名０下に、国民０意思

に基礎をおかない破壊的戦季を斗わんがために打ち出された主産力拡充０要請に応する労務動員計

画の要望と結合して、軍需労務０量的動員に利用される一方便にしかすぎなかったことを否定すべ

くもないのである。しかも恂軍需要員の増大に俘い技能者養成が喫緊（Z）要に迫られるや、適材適所

主義０職業指導はあげて戦争目的完途０ために動員された事実はまことに皮肉なことといわねばな

らない。更に戦局愈々急を告げるにっれ、職業指導は終に最早画一主義に堕し、個人０質的差異や

個々の特殊事情に関j“る何等０考慮も払うことのない傾向を強めて行ったこともまた私０知る事実

である（諏G））。このような情況に鑑みるならば日本職業指導協会がそ０編著において「昭和十七

年文部省が、国民学校０一教科目として職業指導を明示し、この時から職業指導協会編纂０国民学

校稿業指導教副書が全国一斉に使用されるようになったけれども、実はそ０時にはもはや、職業指

導は行われ得ない時期『室自期』に入っていたといつてよいだろう。こ０時以後、昭和二二年教育
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･-　　　　。　　　　　　　　●
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●基本法および職業安定法が制定されるまでの間は、それまで営々とっちかわれてきた職業指導の理

念・人材・施設９一切が崩壊しっくした時期である。」（註（7））と述べているのは適切なことという

べきである。

　甚だ雑な観方ではあるが、右のような理解によって第二期ｏ中で最も世相の尖鋭化した支那事変

以降の職業指導を､念頭におくときは、それ昧名あっても実は本質的には国家至上主義、公益優先（z:）

原理に押しっぶされたところｐ、総力戦経済に対すろ協力へｏ４職業（z）指導ダであったのであっ

て、本来ｏ「職業指導」からは既に踏みはづしていた性質ｏもｏと見るべきも０ではなかっただろ

うか。「池」への従属を人間労彷力に強いる思潮が暗流していたことは、国民徴用ｏ広汎な強行くz）

段階に入って明瞭に識ることが出来るｏである。「勤労ｏ国家性」は絶叫されても勤労（z）もたらす

べき報酬は軽硯され、生存０基礎としてｏ職業ｏ経済的意義を度外脱するところに「忠君愛国」の

道があり「職域ボ公」の誠があると喧伝されるときには、人間は人間でありたいという意思の自由

は萎縮せしめられ、人間の幸鞘感に対する錯覚を教えこまれるも０である。畢意「臣民ノ権利」で

あって近代的基本的人権とは観念されず、従って法律０力によるならば如何様にも規制しうる呈Ｃ）

　「職業（Z）選択０自由」であり、しかも悔この暉弱な自由でさえもが、「臣民」の生存権０保障のた

め０自由とは少くとも憲法的構造原理として構成されてはいなかっ六=ところに、人間の物量化の実
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行が可能となる規範的原理が存する理である。､徹底した非民主的非近代的な人間観と職業観は必然

的に七のようなところから生成するわけであって、封建的奴隷的政策の犠牲に供せられたも０こそ

一般勤労下居階級であった。このような政治的仕会的稜序に対する無反省がやがて国家国民０生命

を毀訓する事態を結果したことは迢憾ながらまた当然０結末かも知れない０である。

　人聞から人間性を奪い去り自由と幸厖への追求を強｡隆的にせき止めて、ただ一途に一方的特権的

な支配慾へ(Z)隷属に向つて国民を詰り立てること０規範的な可能性を、旧憲法の構造的原理０中に

発見しうることは、旧来０職業指導・職業観０性格について０分析をなすにあたって、それを無関

係な事晒として故置しえな'/ヽ重要性をもつことが以上０記述によって明らかになると思う。否明ら

かに1日憲法的な思念が職業を、そしてまた職業指導をして本来的な主体性をもたしめなかったこと

、就中後者をして本来０それたらしめえなかった実相をつかむことが出来るのである。

　　　　二、職業指導に直接する新憲法の加念と職業安定法の樅想する職業指導

ｏ裂育・職業lk導に関する憲法上の基本的事項

　　　　　　　｜　前段においては敗戦に至るまで０歴史的段階別に勤労と職業指導に対する一般的な特性をとり上

げて見たが、そ･れでは既述０ような敗戦までの支配的観念と実践０形態は今日以後如何なる変革を

とげるべきかぺ今日以後における根本理念とそ０具体的な行動０形態は何処にその根拠となるべき

規準を求むべきな（Zﾆ）であろうか。次ぎにはこ０ことが説明されねばならないが、これについて０解

答は最早彼此論じなくとも、それは日本国憲法そ０も０の冲に哲かれてあると一言云えばそれで充

分である。’確かに右０問題Ｃ）根本規準は新憲法０構造０中にのみこれを求めねばならないのであ

る。そこでやは､り一応憲法０主な内容０吟味をなさなければならないが、以下では憲法０骨骸をな

すもの０中で、体稿の問題と不分離０関係にあると考えられるもＯＯみについて概説を行って、新

職業指ま０よって立つべき根本理念について一瞥しそれを明らかにしたい。

　敗戦と契機として社会は一変し全く新たな原理に立つ憲法が成立した。この新憲法がポッダム宣

言ｏ指導原理をﾖなすところ（z）、国民主権と民主々義心原埋そして基本的人権z）尊重を原勤力となし

たことは今更い･うまでもない。即ち政治ｏ主権は国民に移り、こＱ憲法はこの国民が確立したので

ある（憲法前文体一段）。そこでは従って「国政は、国民の怨凧な信託によるものであって、その権

威は国民に山巣し、そｏ権力は国民ｏ代表者がこれを行使し、その禰利は国民が享受する」という

民主々義０大原則が宣示され、しかもこれは「人類普週０原理」によるも（Z）であると宣言されたＯ

である（憲法前席第一段）。従ってまたかつて絶対的政治権力０主体とされた天皇は「主権０存する

日本国民の総察に基」いてヽ単に日本国と日本国民統合０象徴０地位におかれヽ‾切０政治権力か

ら隔離された01である’（慧法一条三条四条）。　国民が政治極力０主体たる地位に坐った０であるか

ら、「公務員を選定し、及びこれを罷免することは、国民固育の権利である。」とされる０は（憲

法一五条丿論理０当然０帰結な（Z）であって、国民主庖の原理０下における治者と被治者との同一性口

原理かここに必められるわけである。従ってこ０意味で被治者として（Z）国民に対し治者（主幡者）

たる０本来０竹位を担保す｀くヽ国民は「すｇて０恭本的人権０享有を妨げられない」ことに

なり、しかも「1この憲法が国民に保障する基本的人権は、侵すことのできない永久０権利として、

現在及び将来01国民に叫えられる。」ことが保障され、それを公共○淵祉○ために利用し、濫用す

べからざる義殖を負うとされた０である（愈法一一条-･一二粂）。　こ０基本的人権０保障こそ民主主義

政治０最高０云理な０でありそ０生命な０であって、その理は人間が人間として生きぬくため０基

本的な祗会的粂件であるといえるであろうｃしかして憲法は「すべて国民は、佃人として尊重され

　　　　　　　ｌ
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る」ことを定めて、､人間が人間たるため、また民主吐会の成１:するための基本的条件を確立すると

ともに、この人格権０実質的内容を拡充するために、また「生命、自由及び幸鞘追求に対する国民

０権利にっいては、」「立法そ０他の国政の上で、最大０専重を必要とする」旨宣示しだ（憲法一

三条几　こ０個人の卑巌０保障こそは、すべて０基本的人権を集約した意味をもつものとして民主

牡会の指導精神､をなすものであって、教育は固より凡ゆる国民生活部門について決定的意義を発揮

するも０であることはいうまでもあるまい、更に「人種、信条、性別、祗会的身分又は門地によ

り、政治的、経済的又は歌1治的関係において」国民は差別されることはなく、すべて法の前に平等

であり、従ってまた過去のような貴族や華族０制度という特権階級（Z）制度の廃止がうたわれた（笏

法一四条）ことは。祗会的条件による封建的差別待遇の意識も実行も強度であった我国０歴史的事

実に微するとき、激育０分野においては特に注硯さるべきものを含んでいるのである。また従来牛

ぱ公然の秘密とまで行われた人権課珊の悪弊に徴するときは、一切の奴隷的拘束と強制労仙を禁示

した規定（憲法一八条）は木稿即ち職業指導上０問題には一般的な関係をもっものであるのである。

一凡そ以上逍べたところは、主として我々０問題に近接する事項であって、しかも憲法０表明す

る政治原理０中で根幹的なも（Ｄと基本的人権０中心的なも０にっいてであつたが、次には憲法をし

て新憲法たらしめ、それをして近代的民主憲法０範暗に坐せしめる意義をもち、しかもまた我ぷＯ

問題に密接不分離き関係をもつところ０いわゆる生存権的基本権（或は経済的蔵本権）０条項につい

て一考しなければならない。この生存権的基本権こそは旧憲法０全く関知しなかったところのもの

であって、その保障をえることによって我国の政治・社会体制は具に一直角０大変革をとげるべき･

も０である○である。

　主権者国民は、人格０璋賎を保障される０みヽではなく、否むしろ人格の卑賎を実質的なも０に拡

充するためには、先づ人間たるに値する最低０文化生活を営みえなければならぬ（Z）であって、ここ

に憲法は国民０生存権を保障し、そ０裏打ちとして各般０牡会政策の実行義務を国に課した（憲法

二五条一項二部。旧憲法にはこれを保障した規定が存しなかった点に鑑み、こ０条項は劃期的な意

義があるが、生存を個人０自由０世界に一圧することを建前とする佃人主義的自由主義的資本主義

原理が招来した弊害の打破がそこに試みられる０である。然しこ０生活権０保障といっても､･個人

０無寫遊揃を無粂件に許容する性質０ものでは断じてない０であって、「勤労の義務」（憲法二七条）

を果すも０に対してのみそ（Z）保護が輿えられることを銘記しなければならない。次ぎに近代民主祗

会においては職業（Z）世襲は原理的に矛盾する。そしてまた個人は職業を通してこそ七存経営が可能

なｏであるから、そｏ選択と就職ｏ自由は確保されねぱならぬｏであって、ここに職業選択ｏ自由

が人権たる保障をうけることｏ基本的な麗要性が認められる（z）であ゛る。然しこｏ自由は公共ｏ淵祀

の観点からｏ制限に服するも○とされる（憲法二二条、尚前記憲法一八条參照）。然しながら複雑且つ

生存競争ｏ激甚な近代資本主義歓会ｏ中において、佃人がそｏ生存権従ってまた職業選択の自由を

具体化するためには、生存ｏ経営や職業ｏ運営に必要な一般知識、職業上の特殊知識と技能の獲得

を要する理である。憲法が「すべて国民は、法律ｏ定めるところにより、その能力に応じて、ひと

しく駄育を受ける権利を有する。」となし、更に「すべて国民は、法律の定めるところにより、そ

ｏ保護する子欠に普通教育を受けさせる義務を負ふ。義務激育は、これを無償とする。､」と定めた

（憲法二六条）ことは、こｏ意味で我々が留意すべき重要条項である。教育権は即ちこれであり、:教

育ｏ機会均笏がことに保障されたｏであって、激育基本法、学校教育法、大日本育英会法等はこの

規定に根拠し、激育権の内容と教育ｏ機会均等の実質的な保障を試みたものであることはいうまで

もない。爾右の条項中「ひとしく」とあるｏは教育ｏ機会均等を意味するものであることは周知の

ことであるが、これはＬ ・Ｑ・モス博士･によれば「個々人に内在する一般的素養乃至特殊ｏ技能力
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を見定め、これを仲艮させるにあたってＣ機会均等」という意味に解されているが（註（8））、こＯ

ことは後遡の一般教育と職業教育の関係についても充分考慮しなければならない事柄であるｏ絡り

に労彷者権を保障した左０二つ０規定については、後にも述べるように新しい職業観０問題とも関

連して最も注意を払わねぽならない。「すべて国民は、･勤労０権利を有し、義務を負ふ」（徳法二

七条）。「勤労者０団結する権利及び団体交渉そ０他０団休行動をする権利は、これを保障する。」

（憲法二八条）。前者は即ち勤労傷Ｃ保障規定であるが、贅本主義祗会の現段階（憲法二九条Ｓ照）に

おいて｡こ０権利概念に如何なる内容を盛りうるかについては憲法学及び労他法学上若干議論０存

するところでは£るが、ともかくもこｏ規定が前記の生存権と（zﾆ）関連に々いて、広義には就職権、

職業選択ｏ自由こ就労継続権をその内容として包蔵し、登義には労幼意思と労彷能力を有する者に

対し労彷機会を棟障する養務を国家が負担し国民はそｃ保璋をうける権利七有する意味をもっこと

は、旧憲法を回顧するときまた劃期的な意義をもつも０な０である。職業安定法、失業保険法０制

定実施はこの権利０実質的保障とじて０意味をもちヽ国家Ｃ）側ではこの義務０履行としｔＯ意味を

もっことは既に知られるところである。更に勤労権０内容０拡充０ために、労他条件に対しては自

由なる契約に国家が介入し、劣悪な労彷条件を排除する立場から「人たるに値する」最低基準を法

定して、この基準以下による労他者０待遇は法律上禁止し、以て労幼者０生存権０具体的保障を図

ったも０が同条第二項０「賃金、就業時間休息そ０他０勤労条件に関する基準は、法律でこれを定

める。」という｡規定ｏ立法趣旨であって、そｏいう「法律」が労他基準法を指すことは改めていう

までもないとこちである。肯また同条第三項が「兄堂は、これを酷咬してはならない。」と明示し

たことは、これまた従来我国に盛に行われた婦人幼少年０労彷面における人権揉順と労他酷使０事

実と思い合せて看過しえない歴史的意義を有し、激育分野においてもまたひとしく重視されねばな

らないも０でがる。後者は即ちいわゆる労他基本権に関するも０である｡が、これは労他権の思想に

裏づけられつバ資本主義社会において形式的自由･（法律上は契約の自由を認められ権利能力の主休とし

て取扱われる）七持ちながら現実には実質的自由をもたず、経済的弱者として強者たる贅本家に隷

属する労他者に対し団結０自由を法認することによって、労資０実質的対等０実現従って延いては

勤労者０人間的解放を図つたも０である。法的には労他者に対する憲法二五条０保障する生存権を

実現せしめる法的手段をあたえる意図がそこにもうかがえる０である。こ０団結権０具体的保障を

内容とする労他組合法は、同条を母法とする子法たる点から職業教育０立場からは無視すべからざ

る解放立法０籐たることを忘れてはならない。これら二つ０労他者権Ｃ）意味と内容は、新しい職業

教育、職業指導０問題にっいては至大な関係を有することは後述するところから自ら理解されるで

あらう｀。

　以上において職業指導ないしは願育に直接する新憲法上０重要条項を概観し、それによって我々

０問題に関する基礎的理念にっいての憲法上０規準を一瞥したが、これによって旧来０ような人間

０物化、労他力七）物量化といった、悲劇的な卑屈な封建的支配的意識は、根源的に変･革をとげねば

ならない原理を確認出来るであらう。即ち最早国民は特定の一個人の「臣」ではなく、それ自身一

個０「個人」であり、しかも政治権力０主体な０である。従ってまたそ０享有する自由と権利は主

人（天皇）より典えられた恩恵としてのそれではなく、人類普遍０原理に基づく人間が人間である

がために有すぺき「基本的人権」､な（Z）で吏）る､､思えば独得０発逢経路を辿った日本資本主義は、途

に我々に淀０自油０何たるかを敦える余裕をもたなかつたのであるが、新憲法は右に注べたような

基本原理を打ち立てることによって、こｐ自由０意味、個人（Z）専敢０何たるかを知らしめた０であ

って、こ０ことは新駄育（従って当然職業指導）に対しては決定的な課題を提供するものであること

はいわすして可なりである。就中個人が人間として生きる権利を担保する思想に裏づけられる労ｲヵ
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権(憲法二七、＝八条)を確立したことは、そ０権利の内容の具体的実現に関する義務づけI£国家に

ついて行っ六=ことと相侯って、明朗且つ自由な近代的な民主国家(Z)展開を約束するものであり｡、同

時に従ってそれは国家と国民の統合理念を理解せしむるも０であって(註(9))、旧来のような国家

と国民の分立観念や個人に対する国家Ｄ上位観念に通する全休主義的公益優先の思想を否定するも

０である。主権者であるが故に、国民の個人意思０職業選択における自由、獲得された職業におけ

る条件に関する正当な主張をなしうる０権利、職業配置前後における勤労人格０尊重は、本来的な

民主的要求でなければならない。これら０民主的要求(Z)もたらす諸権利は、それが個人の必須０社

会的条件たる限り、･職業歓会のよって立つ全休歓会一般が自由に且つ喜びの下にうけ容れるも０で

なければならない０であって、然らざれぱ｢生命、自由及び幸禰追求｣に対する国民０基本的権利

は重大な侵害にさらされるも０といわねばならないのである。こ(Z)根本認識０確立なきところに、

自由にして活たっな職業人、明朗なる文化国家０一員０育成発展は正に単なる室念佛でしか応りえ

ないと考える０である。肯ここで憲法０理念０吟味において忘れられてはならないも(Z)は、勤労の

義鴎性を明示した二七条後段の文言である。これによって勤労の権利が単に権利たるに止まらす、

同時に義務性を包含した概念なることを知る０であるが、これこそ新憲法が国家再建０で方向として

勤労国家を志向しているも０であることを宣示するも０であって、そこに憲法０予定する猷的生成

発展的な文化的国家０性格がm(Dあたりにじみ出ることを感じとるのである。して見ると何を理由

とし何を根拠として労他従って労他者を侮蔑し祗会的差別侍遇を行埓しえようか。

　概ねこれらの事柄が憲法が我々に要請する基本的な認識０要約であるが、これらの事晒はた･ご単

に規範的な意識たるに止らすに、国民個々の生活指針、霧政０基本的な志向とされる０でなければ

ならない０である。･国民生活０動向を指示する新憲法(少なくともこの点にこそ新農法の旧憲法との根

本的な原理的差異が認められると考える)そ０も０がこ０ことを主張しているのであって、主権昔たる

国民０決意０表明として:の新憲法の面目はこ０ようなところに存するのであり、民主憲法の艮骨頂

は七こにこそ沼動していると思う０である。憲法(Z)構想する国政０基本的な志向が右に観察したよ

うなところに理解されるとするならば、民主歓会における職業指導・職業験育はこのような憲法7)

基本精神０充分な検討０上にそＣ)性格づけと逼営が試私られねばならぬことが強調されねばならな

い(檄業教育か依拠すべき学校教育法、教育基本法が憲法の理念を盛り入れている点からもこのことは自明のこ

とに属する)。それならばこ０観点に立つとき、民主的職業指導は一体ど０ように規定されるであら

うか。これにっいては段を別にして述べることとし、次号にゆすることにするｃ

目職業安定法０構想する職業指導

　前に我々は戦前戦時中の職業紹介法０理念について一言した０で、当然、次には戦後０職業紹介

制度(Z:)問題をとり上げる必要がわる。新憲法Ｄ成立した以上当然旧職業紹介法は存置しえず、同法

は廃止されてここに昭和二二年十一月三十日新しく職業安定法が生れたが、同法(Z)性恪はど０よう

に理解され従ってまた同法と旧職業紹介法と０差異はどこに見出されるか、そしてそ０場台職業指

導は如何なる地位にもって旧来０それと変化しているか、これらの事柄について若干概略を述べて

見よう。先づ同法は｢各人にそ(Z)有する能力に適当な職業に就く機会を興えることによって工業そ

　　　　　　　　　　　ゝゝゝゝゝゝ｀●ゝゝ５ゝ　ゝゝゝゝゝゝゝ　ゝＳゝゝゝＳ｀ゝゝゝゝゝゝゝ０池０産業に必要な労彷力を充足し、以て職業０安定を図゛るとともに、経済０興隆に寄呉すること

を目的とする。」旨胃頭にかかげてそ０根本劃

（Z）目的を達成するため､「国民０労他力を最も有効に発揮させるため」や「失業者に対し、職業に就

く椴会を呉えるため」に「必要な計画」や「政策」を樹立すること、「求職者に対し迅速にそ０能

力に適当な職業に就くことをあつ旋するため……無料０職業紹介事業と行うこと」等０業務を政府
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が行う旨定めた’（法第四条一号二号三号）。そうしてこの職業紹介にっいては原剛色して「公共職業

安定所はヽいかかる求職の中込にっいてもヽこれを受理しなければならない・」としている　唯第

十七条一尚これに対応して求人の申込の受理をも安定所;!）義務とされている・法第十六条）。これら０規定を

綜合的に判断す右ならば、新憲法下においてｒ安定法で０国家の役割りは就業の媒介に止まって就

業や探川０強制にまで至らない」のは勿論ではあるが、法０自的とそれ０達成（Z）ため０国家０業務

に併せて安定所ｐ負う求職者に対する媒介義務を思い合せるとき、労彷者の国家に対する就業へＯ

権利という思想を０つながりを理解することが出来るのであって、憲法研定０労彷権０思想０裏づ

けがなされていると見ることもできる０である。こ０ようにして窮極的には個人０「職業安定を図

る」（経済の興聊μち資本主義経済護持の目的も併ぜＣ爾っていることの聊究は一応ごｔはさし控える）と

ころに同法£）根本原理が存する点において、旧職業紹介法（Z）それとは根本的に異なる性格が見られ

る０である。こ０ことは同法がを０日的を実質的に確保するために、「何人も、公共０謳祉に反し

ない限り、職業を自由に選択することができるｏ」として（法第二条）憲法０保障する職業選択Ｏ

自由を確認し、また「何人も人種、国籍、信条、性別、耐:会的身分、門地、従前０職業、労彷組合の

組合員であること等を理由として職業紹介､職業補導等について差別的取扱を受けることがない。」

として（法第三条本文）、憲法所定０平等権が職業紹介の場合において具体的に保障されていること

からも一居明確に指摘しうる０である。次に職業指導は同法において如何なる性格を興えられてい

るであらうか。これについては先づ法が前記「職業の安定を図る」という目的を達成するための政

府０業務の一に「求職者に対し、必要な職業指導又は職業補導を行うこと」をかかげ。（法第四条五

号）、次いでこ（z）職業指導は「職業に就こうとする者に対し、そ（Z）者に滴当た職業の選択を容易に

させ、及びそ０馳業に対する適応性を火ならしめるために必要な実習、指示、助言その他の指導を

行うこと」を内面とする旨定めている噫第五条四号）ことが注目しなければならない（傍点筆者）。

これによって見るに、明らかに安定機関（国家）の行う職業指導は、労他者の労他柵従ってまたそ

０生存極０現実的具体的な確保を狙い志向するという仕事０一端を荷負うとともに、憲法で保障を

えた個人０職業迦択０自由０拡充と職業生活における個人０進歩と向上に奉仕すべき機能をもを蔵

することが理解･される０である。最早かつて０それのように国家政策に適合するためにとか、他の

目的へ（Z）動員０ためとかいったような他律的な性格は排除されて、個人､の生活権の確保、人間性Ｏ

発展という･つまりは個人の歓会生活に鳶ける曙利と基本的人権の豊かな内容づけへの寄叫という、

それ自体積極的且っ自主的な任務をもっも０であるというべきであらう。そしてまたこのことは、

法が更に「職業指導の原則」として、安定所に対して「身休に障害のある者、あらたに職業に就こ

うとする者そ０他職業に就くにっいて特別の指導を加えることを必要とする者」に対する職業指導

の実行を義務づけている（法第二二条）ことからしてもー暦明らかとなる０であって、ここでもその

性格の積極面が､示され、労他権Ｄ行使の実質的担保が意図されていると考えられる０である。、

　これを要するに安定法の中には憲法０理念がそのままに移し入れられていることが留意されるべ

きであって、そこで定められた職業紹介、職業指導は夫々個人０「能力に適きする職業を紹介」

（〔紹介の原則〕法第一九条）し、これに寄呉しこれを可能且つ容易ならしめるという根本的立場に立

脚して、個人の辞業・生活０安定に奉仕すべき役割をもたしめられていると結論づけられる０であ

　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｊ　　。る。かくてかか’る性格づけをうける職業紹介、職業指導を国家０行うべき業務としてその中に構成

する安定法は、･旧職業紹介法とは理念的にも構造的にも全く異質０ものであって、それは憲法が保

障する労彷権０･具体的保障として０役割をもち、国家０側からは国民０労他権に対する義務０履行

としての機能を果す立法だということが出来るのてある。単純な失業者救済０ための「職業紹介」

法ではそれはなｙヽことは明らかであらう。（第一部完）
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註(1)淡路円治郎氏・｢職業指導の原理｣・薙誌｢職業脂聊｣第二〇を第九・一〇号一二頁參照

註悶淡路氏・前掲二頁

註(3)風早八十二氏・日本社会政策史二九六頁

註(4)淡路氏・前掲二買參照

註(5)日本職粟指Ｓ協会編著・職業指Ｓ壽筒一九頁參照

註(6)淡路氏・前掲三頁參照

註t7)前掲職業指導概駒一九買

註(8)々司令部民間情報教育部顧間：Ｌ・Ｑ・モブヽ博士・新憲法と民主的職業教育'･前掲｢職業指導｣第二〇

　　魅第五・六号二頁

註(9)牧野英一氏・新憲法と法律乃社会化參照　　　　　　　。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　″　　　　　　　　　　(昭和２９年４月３０日受理)

ｊ
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